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［特集の視点］Perspectives in this Issue

コンピテンシーと人材育成
Competency and Nurturing of Ability

例えば、ここに同程度のIT知識とスキルを持った技術者が2人いるとして、その

行動様式によって、パフォーマンスや成果に大きな違いが出てきます。お客様か

らの評価も、1人は「まずまず」なのに対して、もう1人の方は最大級の賛辞を贈ら

れたりします。ここでの後者が発揮したように、特定の仕事や役割をうまく成功裡

に完遂するための決め手となる行動化能力、すなわちスキルや知識に「行動特

性」「振る舞い」「姿勢」を加えたものがコンピテンシー（Competency）です。従

来、人材育成といえば知識やスキルの修得に目が向きがちだった日本企業にお

いても、企業全体や個々人の業績アップに欠かせない能力としてコンピテンシー

の育成が関心事となり、関連書籍も続々と出版されています。コンピテンシーはも

ちろん、研究開発部門や技術者だけに求められるものではありませんし、人事部門

だけのテーマでもありません。IBM社内でコンピテンシーという言葉が広く使われ

るようになったのは1996年ころからですが、それ以前から今日まで一貫して、社員

のコンピテンシー向上施策が取り組まれてきました。

本号では、このコンピテンシーに焦点を当てました。〈マネジメント最前線〉では、

日本アイ・ビー・エムのサービス部門、研究開発部門、セールス部門、さらには各

部門を横断するリーダーに求められるコンピテンシーと人材育成の取り組みを

ご紹介しています。また、ナレッジ・マネジメント、人材育成など、コンピテンシー

に関連する論文も多く収載しています。ITの先端事例と併せてお読みください。

Let's assume that we have two engineers with equivalent levels of knowledge and
skills in the IT field and that their performance and results differ significantly due to
differences in their respective styles of behavior. Customers' evaluations of these
two engineers also differ: one is regarded as being just so-so, and the other meets
with the most fulsome praise.  What the second of these two engineers possesses
is competency, defined as the capacity to act in such a manner as to bring specific
tasks and roles to a successful conclusion, in other words a combination of skills,
knowledge and attributes bearing on behavioral features, conduct and attitude.  In
the past, Japanese companies have tended to focus on the acquisition of
knowledge and skills in connection with the nurturing of ability.  The nurturing of
competency as an indispensable ability for raising the performance of the
company as a whole and of the people who work in it has become a matter of
interest, and many publications on this subject are appearing in rapid succession.
It goes without saying that competency is not something expected only of R&D
divisions and engineers, nor is it a topic of exclusive concern to personnel
divisions.  It was from around 1996 that the word "competency" became commonly
used within IBM, but from well before then and down until the present consistent
attempts have been made to improve employees' competency. In this issue we
focus on the question of competency.  In "Management Forefront" we take a multi-
faceted look at the competency required of leaders on a cross-departmental basis
and at how efforts are being made to nurture abilities.  Several papers relating to
competency in connection with knowledge management and the nurturing of
abilities are also included.  We hope you will read these papers in conjunction with
examples at the forefront of the IT field.
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［エグゼクティブのためのミニ講座］

コンピテンシーで成果に差がつく

コンピテンシーの定義はさまざまですが、IBM

では「優れたパフォーマンスと、平均的なパ

フォーマンスを区別する、個人の明らかな行動

特性や行動様式」を指しています。

すなわち、優秀な人材が、ある職務・役割の中

で発揮する競争力の核のようなものです。

この行動特性や行動様式を規定するもの

としては、以下の六つが挙げられます。

1 Skil（スキル）

2 Knowledge（知識）

3 Social Role（集団での役割）

4 Self-Image（自己の意義付け）

5 Trait（思考特性）

6 Motive（動機の持ち方）

優れたパフォーマンスを上げるためには、当

然1Skill、2Knowledgeは必要不可欠な要

素ですが、十分条件ではありません。3以下

のコンピテンシーと合わさって初めて、高いパ

フォーマンスを上げることが可能になると考

えています。Skill、Knowledgeは、外部から見

ても分かりやすく、所持そのものが評価の対

象になりがちです。しかし、コンピテンシーでは、

そうした所持能力を継続的に行動に結び付

けることが重要としています。

3～6の各コンピテンシー構成要素は、外

部から見えにくい能力ですが、これらについて

は、セールス・コンピテンシーの具体例に沿っ

て解説することにしましょう。

上の図は、「リレーションシップ・ロール」の例

で、お客様とのリレーションにかかわるIBMのトッ

プ営業マンたちの行動特性を、平均的な営業

マンのそれと比べたものです。

3Social Roleとは、その人にとって重要と

考える価値観で、人はその価値観を認識してお

り、それに基づいて行動します。この例の場合、

普通の営業は、自分の役割は専門家をお客様

の所に連れて行くことと考えます。ベストの営業

は、自分の役割は、そのプロジェクトを成功裡

に進めるために、お客様も含めてベストな体制

づくりを意識します。

4Self-Imageは、その人が自分自身をそうだ

と理解し、規定していることです。平均的な営業

は、自分をテクニカル／ITの営業だと考えてい

ますが、ベストの営業は、自分をビジネス・パー

ソン、経営メンバーの一人と考えています。

5Traitは、比較的継続的に見られるその人

の無意識な特徴で、他者からよく知られている

反応やリアクションのパターンです。例えばベ

ストの営業は楽観的であり、組織の複雑さを

ポジティブに受け止めますが、平均的な営業は、

その複雑さにフラストします。

6Motiveは、完全に無意識の形で、いつも

自然にとっている考えや嗜好です。平均的な営

業も、目標に対する達成感、自己実現に高い

動機がありますが、ベストの営業は、高い目標

達成と同時に、同僚・お客様などへの配慮を示

しています。

このように、同じようなセールス行動でも、

個々人のコンピテンシーが違い、その違いが成

果や業績の差となって表れます。コーチング同

様、人材育成のコアであるコンピテンシーは、

水面下の氷山のように外からは見えにくく、それ

だけに取り組みも難しいのですが、企業の業績

向上のために、避けては通れないテーマです。

IT技術者を連れていく�

自分はテクニカル・�
パーソン�

リアクティブ・皮肉っぽい�

自己の達成感�

社内のエキスパートとお客様を�
うまくオーケストレートする�

自分はビジネス・パーソン�

楽観的、先手、お客様や�
仲間を尊敬�

自己の達成感と人の達成�
感への強い関心�

Good Best

ITの理解�
お客様のビジネスと業界の�
表面的な理解�

お客様のビジネスと業界の�
深い理解とITの深い理解�

集団での役割�

自己の意義付け�

思考特性�

動機の持ち方�

スキル・知識�

セールス・コンピテンシーの例「リレーションシップ・ロール」
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マネジメント最前線―1
Management Forefront―1

サービスのためのコンピテンシー向上施策
Initiatives to strengthen Services Competency

日本アイ・ビー・エム株式会社
専務取締役　技術担当 兼
アジアパシフィック サービス・コンピテンシー担当

冨永 章

Akira Tominaga
Vice President
Competency Management
IBM Global Services-
Asia Pacific
IBM Japan Senior Managing Director

コンピテンシーは、「知識」や「スキル」といった外からでも分か

りやすいもの以外に、「集団の中での役割」「自己の意義付け」

「思考特性」「動機の持ち方」など、外からでは分かりにくい人

間の内部までをも対象とする、いわば真の競争力です。

IBMのサービス部門では、既に10年前から社員のコンピテンシー

向上に取り組んできていますが、最初はやはり、外からでも分かり

やすい「知識」や「スキル」に関連して、知識やスキルを育てる枠

組みとしてのプロセスづくりに焦点を当ててきました。その一つが、

「方法論・手法・プロセスの標準化・浸透・変革」です。各種のテ

ンプレートを用意し、それを活用してシステマチックに開発する方

法論は、「IBM Global Services Method」として、ワールドワイド

で確立された手法、かつEnd-to-End（端から端まで）の一貫した

手法として、さまざまなソリューションに適用されています。コンピ

テンシー向上の環境づくりとしては、「知識の修得に効果がある

e-ラーニングの推進」や「ナレッジ・マネジメントの実践と知的資

産の再利用」「メンタリング制度」などがあります。特に、「ICM

（Intellectual Capital Management：知的資産管理）」という

世界的規模のナレッジ・マネジメント・システムを構築しており、知

的資産の再利用により「成果物の質を高める」「最速で最良のア

ウトプット」という文化は、社内にかなりの程度定着しています。こ

こでは、サービスにおける主なコンピテンシー向上施策を時系列

的にご紹介していきますが、コンピテンシーの本格的追求のため

には、まだまだやるべきことがたくさんあると考えています。

Competency is concerned not only with aspects that are easy to
see from the outside such as knowledge and skills but also with
aspects that cannot be seen so easily from the outside such as
social roles within the group, self-images, trait, and motive. It is
thus a matter of competition in the real sense. IBM's Services has
been tackling the question of raising the competency of
employees for at least a decade now. We focused at the start on
creating processes as frameworks for cultivating knowledge
and skills that could be easily appreciated from outside. One of our
efforts involved the standardization, diffusion and reform of
methodology, methods and processes. Using a variety of
templates made available for this purpose, the systematically
developed methodology that we created is being applied to all
kinds of solutions as an IBM Global Services method, as a
method established worldwide, and as an integrated end-to-
end method. Creating the conditions for improving competency
involves the promotion of e-learning, which has been shown to be
an effective way of acquiring knowledge, implementation of
knowledge management and reuse of intellectual resources,
and a "Mentoring" system. In particular, a knowledge management
system operating on the worldwide scale Intellectual Capital
Management (ICM) has been created, and the culture of raising
levels of achievement and achieving faster and better output
has made considerable inroads within the company. We will be
looking here at methods being used to enhance competency
within services from a diachronic perspective. However, much
remains to be done to achieve the targets of competency. 



■ 「人・月ベース」料金からの脱却努力

IBMは、コンピテンシー向上の取り組みにおいて、世界的にも

先駆的な企業です。長い期間と膨大な資金を費やしてコンピテ

ンシーの研究・開発を行ってきており、プロフェッショナルの世界

のみならず、マネジメントの世界にもその適用を実践してきていま

す。ここでは、サービス部門における主なコンピテンシー向上施策

の中から幾つかを時系列的にご紹介したいと思います。

1990年代の初頭から日本アイ・ビー・エムが取り組んできたの

が、「人・月ベース」料金からの脱却努力です。

わが国では、ITサービスの分野において、「人・月工数×単価」

ベースの価格付けが長らく行われてきました。しかし、サービスや

プロジェクトを購入するお客様にとっての価値とは、サービスの成

果としての価値です。いわゆる「人・月」ベースから脱却できない

一つの要因としては、国としての調達改革の遅れが挙げられる

でしょう。日本アイ・ビー・エムでは、成果への価格付けを進める

とともに、プロジェクト・パフォーマンスや結果を重視するやり方、

つまり上流から下流まで、あるいはアウトソーシングなどの統合請

負型サービスの推進を図ってきています。

この取り組みは、動機付けやコンピテンシー向上にも強く結

び付くものです。結果が問える競争力のあるサービスを提供す

るためには、手法、プロセス、スキル、品質、知識、責任感、動機、

さらには、優れたプロジェクトマネジメントなどが必要ですが、

これらはすべてコンピテンシーの重要な要素です。このような

コンピテンシーが十分に発揮されたITサービスは、お客様重視

と相まった当然の結果として、システムのライフサイクル・コスト

全体が安くなる、あるいは経営発展に最もよく結び付くという

利点をお客様にもたらします。

■ 方法論・手法・プロセスの標準化と革新

ITサービスは、人材に依存するビジネスです。例えば、一口に

「工数」と言っても、同じ成果を出すための工数の個人差は大

きく、ソフトウェア開発では標準偏差で3倍もの開きがあり、最

高／最低ではさらに極端な差があります。そこで、開発工程に

おいて一定以上のレベルの成果を保つためには、開発スキル

の標準化とともに、開発の方法論・手法・プロセスの標準化が

必要になります。

日本アイ・ビー・エムでは、1984年に、開発上流工程で品質を

確保し下流工程の段取りへつなげる普遍的手法を組み合わ

せたシステマチックな開発方法論を「ADSG（アプリケーション

開発標準化ガイド）」としてまとめましたが、その後、オブジェクト

指向の方法などを組み込んで随時更新を継続し、1991年から

は、データ中心型アプローチとしてSI用に普及させてきていま

す。そして1998年には、このADSGを全世界のIBMに共通の

「IBM Global Services Method」に組み込み、ワールドワイドで

確立された手法、かつEnd-to-End（端から端まで）の一貫した

手法として、さまざまなソリューションに適用しています。この方

法論全体は、特定ソリューション向けのエンゲージメント・ファミ

リーなど、90以上ものモデルと膨大なテンプレートから成り立っ

ています。

さらにIBM Global Servicesでは、サービスの提案／提供

プロセスと用語を世界中で標準化しています。そして、これらの

プロセスごとに、参画する人の「役割」などを明確に定義してい

ます。

「サービスの提案／提供プロセスの概要」（図1）をご覧くだ

さい。

サービスの提案段階においてIBMが重視しているのは、提案

ソリューションの最適化です。例えば、最適な技術を用いること

での価格の最適化。また、このプロセスでは、お客様の置かれ

た環境、規模や体力にまったく不相応な提案をするといったこ

とはできませんし、許可されません。それは、駐車場のない家に

高級外車を売り込むようなもので、お客様のご発展と利益を
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図1．サービスの提案／提供プロセスの概要

スキルを育てる土台としてのプロセスが大事 ～転ばぬ先のつえとして、規律ある取り組み～�
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プロジェクト内部および外部（品質管理部門）によるマネジメント�
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最優先するサービス・ビジネスとしては不適切だからです。

サービス提供段階では、プロジェクトの品質・コスト・進捗・リ

スクなどが念入りにチェックされます。プロダクト・ビジネスとは

違い、サービス・ビジネスは「ご契約いただいたときから始まる」

のであり、スキルを育てる土台、あるいは型枠としてのプロセス

が何より重要だと考えているからです。その意味では、ここでさ

らに求められる能力と行動は、コンピテンシーそのものといえる

でしょう。

■「SE」から、時代にふさわしい「専門職」に変更

IBMは、SE（Systems Engineer）という職種を国内に紹介

し、普及させた企業の一つですが、時間の経過とともに、SEと

いう言葉に先進的なイメージや専門性が薄れてきました。そこ

でIBMでは、1992年に、プロフェッショナル・スキルの観点から専

門職キャリアと認定基準を明示し、スキルへの強い動機付けを

画しました。

IBMでは、SE系の技術者のために、主に次のような専門職

キャリアを用意しています。

1コンサルタント専門職

業務システム改革や新ビジネス・モデルなどのためのコンサ

ルティング。

2 ITアーキテクト専門職

業務分析／ソリューション・デザイン／アーキテクチャー設

計／ソフトウェア構造デザイン、テスト計画、品質管理など。

3プロジェクトマネジメント専門職

プロジェクト（プログラム）マネジメント／プロジェクト・レ

ビューなど。

4 ITスペシャリスト専門職

スキルはITアーキテクトに似ているが、全体的にIT製品寄り

の専門職。

IT技術者の認定レベルとしては、エントリー・レベル研修を修

了し一定のスキルを充足した者に受験資格がある「スペシャリ

スト」と、より上位の「ICP（IBM Certified Professional）」があ

ります。ICPの中にも四つのレベルが設定されていて、最上位は

役員レベルまでのキャリア・パスが開かれており、スキルへの動

機付けにインパクトを与えています。

■ 知識の修得に効果があるe-ラーニングの推進

IBMが研修のDL（Distributed／Distance Learning）化、す

なわち今日でいうe-ラーニングに本格的に取り組んだのは、

1995年です。e-ラーニングの利点は、クラス形式の研修に比べ

て、自由な時間にどこででも学習できることと、既知の事項はス

キップできること、逆に弱いところに時間がかけられること、双方

向のQ＆Aなどで、特にIT知識の修得には効果的です。

研修対象スキル分野をあえて分けると三つになります（図2）。

ここでいうクリティカル・スキルとは、事業のために強化すべ

き特定のスキルで、各事業部がスキル項目を設定しています。

例えば、CRMやSCMなど、e-プロジェクトマネジメント、特定

ソリューションのデザインなどです。

エマージング・スキルは、クリティカル・スキルで全社共通に

なったもので、セキュリティー、JavaTM、WebSphereTM、UDB、

Linuxのようなものが挙げられます。

フォーカス・スキルは、全社員が最低限必要なスキルで、2001

年度の例では、「IBMが提供する次世代のe-business」「パーベ

イシブ・コンピューティング」などがあります。

いずれの知識分野においてもe-ラーニングは有効で受講者

の評価も高いのですが、中には改良を要する教材も見られま

す。e-ラーニング成否のポイントは、興味深く取り組める教材の

出来不出来であり、「クイズ」や「質疑応答」などの双方向性に

は今後もさらに工夫を加えていきたいと思っています。

■「ナレッジ・マネジメント」の実践と知的資産の再利用

IBMのサービス部門が世界規模のナレッジ・マネジメント・シ

ステム「ICM（Intellectual Capital Management：知的資産管
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図2．スキル分野の選定
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理）」をコンサルティング向けからさらに幅を広げて本格稼働さ

せたのは、1996年のことです。ICMでいう知的資産とは、IBM

社員が作成した有益かつ有効な情報、知識、ソフトウェア・コー

ド、経験、手法、プロセス、ツール、アイデアなどを共有したり、再

利用したりできるように構造化・仕様化したものです。方法論や

手法などの具体的な展開、すなわち事例なども知識ベース化

されており、システマチックな開発方法論であるIBM Global

Services Methodを補完する形となっています。

IBMのサービス部門の社員であれば、だれでも自席またはモ

バイルから世界中の知的資産にアクセスできるようになっており、

2001年の1年間で、知的資産の登録数は日本アイ・ビー・エムだ

けで約4,000件に達し、アクセス数は約285万件に上っています。

知的資産の再利用により「成果物の質を高める」「最短時間で

最良の成果を出す」という文化が社内に定着してきました。

登録された知的資産は、内容別・組織別・人別・日付別など

各種の切り口で提供・参照の件数をトラッキングしており、目標

値と比較しての使用頻度の要因分析なども行い、常時改善が

図られています。

■プロジェクトマネジメント（PM）に照準を当てた施策

日本アイ・ビー・エムは1991年にPM専門職制度をスタートさ

せ、プロジェクトマネジメント専門職の育成を図ってきましたが、

1996年には、世界的な経営レベルでのPM重視の宣言を行い、

PMを普及・浸透させるために社内／外に対するハブの役割

を持つ「PM/COE（プロジェクトマネジメント・センター・オブ・エ

クセレンス）」を設置しました（図3）。

プロジェクトマネジメントとは、定められた期限と予算の制約

の下で、プロジェクトの目標を予定通りに達成するための計画

と実行管理の技術であり、その考え方と技術は近年ますます

重要視されています。

日本アイ・ビー・エムでは既に1,500名ものPM専門職が育って

おり、このうち700名以上がPMI（米国プロジェクトマネジメント

協会）が実施するPM認定試験に合格しています。1999年に発

足したプロジェクトマネジメント学会をはじめとするPMコミュニ

ティーにおいても積極的な役割を担っています。このような産業

界や学界などへの積極的な参画は、プロフェッショナルとしての

動機付けを強化・持続していく上でも重要だと考えています。

■「コンピテンシー・マネジメント」部門の設置　

1999年に、サービスの全分野を対象に、技術面でのお客様

満足度の向上とともに競争力の向上を図る部署としてサービス・

コンピテンシーを設け、私がAP（アジアパシフィック）の担当に就

きました。

具体的には、以下のような業務を担います。

方法論・手法・ツールに関するガイド

技術動向に関するサービス事業全体への啓蒙

技術系専門職の育成とスキルズ・マネジメント

知識への動機付けとe-ラーニング・コースの作成

知的資産の蓄積と再利用の仕組みの提供

提供全サービスの品質確保（Quality Assurance）

個別ソリューションの最適化支援

発明・論文などの推進と動機付け

社内／業界／外部コミュニティーとのハブ機能

このほか、人事部門と連携してのメンタリング制度の充実な

ど、コンピテンシー向上のために遂行すべき任務は山積みです。

コンピテンシーは、「知識」や「スキル」といった外からでも分

かりやすい要素以外に、「集団の中での役割」「自己の意義付

け」「思考特性」「動機の持ち方」など、外からでは分かりにくい

人間の心の内部要素からも構成される、いわば真の競争力で

す。その意味では、取り組んできたコンピテンシー施策も、外か

らでは分かりにくいその内面を特に重視しながら行ってきてい

ます。とはいえ、これからますます充実させるべき段階といえる

のかも知れません。コンピテンシー・マネジメントという視点で、

さらに研鑚していきたいと思います。

7PROVISION  No.33  /Spring 2002

図3．プロジェクトマネジメント（PM）へ照準を当てた施策
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Competency development in the R&D sector at IBM began in 1993
as part of the re-engineering project affecting the whole
company.  While on the one hand introducing an integrated
portfolio and strengthening marketing, an integrated product
development process (IPD) was promoted.  The idea behind
IPD was that projects should stand at the core of business.  A
system of cross functional teams was instituted, and, with the
project manager as the leader, teams were assembled to
include not only engineers engaged in research and
development but also specialists in areas such as project
management, marketing, planning, finance, quality, and
manufacturing.  IPD speeds up work by strengthening team
work, but what I want to stress here is that competency is by no
means a question of process skills and that the most important
aspect is the philosophy that underlies the process.  For IBM, this
philosophy was concerned with the sharing of values based on
close communication.  Realization of this philosophy is
dependent upon an uninhibited, dynamic, equitable and
transparent corporate culture.  It is only when every individual
member of a project team is aware that he is representing a
particular function and when people feel pride, enthusiasm and joy
at being present at the creation of something new as a
consequence of teamwork that competency development really
come to life for the first time. IBM has therefore striven to
create an environment in which engineers are able to work with
pride and passion.  The TR (Technical Resource) system is
one of the products of these efforts and is aimed specifically at
engineers.  The environment supporting engineers in APTO
(Asia Pacific Technical Operations) has also been enhanced
from the standpoint of knowledge management.  This includes
introduction of a patent server system, construction of
knowledge portals, and provision of expert navigation. 

マネジメント最前線―2
Management Forefront―2

IBMの研究開発部門におけるコンピテンシーは、1993年、全社的

なリエンジニアリングの一環として始まりました。具体的には、統合

ポートフォリオを導入してマーケティング力を強化する一方で、統

合製品開発プロセス（IPD）を推進しました。IPDの考え方は、「ビ

ジネスの主体はプロジェクト」ということです。部門横断的なチー

ム制とし、プロジェクト・マネジャーをリーダーとして研究開発の技

術者だけでなく、マーケティング、企画、管理・財務、品質、製造な

どの専門家を集結しました。IPDは、チームワーク強化による業務

の迅速化をもたらしてくれましたが、ここで強調しておきたいのは、

コンピテンシーは決してプロセスの技法ではなく、プロセスの底に

流れているフィロソフィーこそが大切だということです。IBMの場合、

そのフィロソフィーは、「密接なコミュニケーションによる価値観の

共有」でした。そのためには、自由闊
かっ

達
たつ

で公正・透明な企業風土が

求められます。プロジェクト・メンバーの一人ひとりがファンクション

を代表しているという気概と、チームとして新しいものを生み出す

誇り・情熱・喜びを持っていて、初めてコンピテンシー施策が生き

てくるのです。そこでIBMでは、技術者が誇りと喜びを感じられる

ような環境づくりを推進してきました。その一つが、TR（Technical

Resource）制度という、技術者を対象とした処遇制度です。また、

APTO（Asia Pacific Technical Operations）では技術者を

支援する環境をナレッジ・マネジメントの視点から再整備しま

した。その施策には、パテント・サーバー・システム、ナレッジ・

ポータルの構築、エキスパート・ナビの提供などがあります。

研究開発部門におけるコンピテンシー
Competency in the R&D sector

日本アイ・ビー・エム株式会社
大和事業所長
取締役
開発製造スタッフ・オペレーションズ

廣　 貞夫

Sadao Hirose
Director of IBM Japan, Ltd.
Director of Staff Operations,
Asia Pacific Technical Operations
Yamato Site General Manager
IBM Japan, Ltd.
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■ 研究開発プロセスの改革

IBMコーポレーション全体の社員数は約32万名ですが、そ

のうち研究開発製造に携っている技術者は約98,000名です。

また、日本アイ・ビー・エムの社員数は約22,000名で、うち約

4,700名がAPTO（Asia Pacific Technical Operations）傘下の

技術者です。グローバルなITカンパニーならではの組織とも

いえるでしょうが、技術者は商法上では日本アイ・ビー・エムの

社員でありながら、研究開発費はIBMコーポレーションから出

ています。

そこで、研究開発費を確保するためには、毎年研究開発の

内容の承認とミッションを得なければなりません。この仕組みを

「コミットメント・プラン」と呼んでいますが、何年たっても成果の

上がらないプロジェクトは厳しく選別されます。

いま、“プロジェクト”という言葉を使いましたが、研究開発の

主体をプロジェクト単位にしてきたのは、1993年以降です。

1990年代の初頭、業績が落ち込んだときに、IBMでは全社

的なリエンジニアリングに取り組みましたが、その一環として

IPD（Integrated Product Development：統合製品開発）の下、研

究開発プロセスの改革に取り組みました。これが研究開発部

門におけるコンピテンシー戦略の先駆けです（図1）。

従来、開発の主体は開発部隊、特に開発責任者によるところ

が大でした。しかし、その判断が正しければよいのですが、独り

よがりの判断に陥る危険も多く、その結果、「製品が良くても売

れない」「商品として価値がなかった」「新規市場への参入が

遅れた」などの弊害が出てきます。

そこで、統合ポートフォリオを導入してマーケティング力を強

化する一方で、IPDを推進しました。その考え方は、「ビジネス

の主体はプロジェクト」ということです。部門横断的なチーム制

とし、プロジェクト・マネジャーをリーダーとして研究開発の技術

者だけでなく、マーケティング、企画、管理・財務、品質、製造な

どの専門家を集結しました。また、各プロジェクトは社内契約に

よる独立採算性としました。そして、マーケティング支援の「ビジ

ネス企画支援ツール（BAT）」や研究開発支援の「プロジェクト

管理支援ツール（BMWB）」「製品情報管理システム（Product

Manager）」「部品情報管理／検索ツール（i2 eXplore）」「設計

支援ツール（CATIA、EDAなど）」など、種々の支援ツールを提

供しました。

■ プロセスに流れるフィロソフィー

IPDは、チームワーク強化による業務の迅速化をもたらして

くれました。おそらくすべての製造業に有効だと思います。が、

ここで指摘しておきたいのは、コンピテンシーは決してプロセ

スの技法ではなく、プロセスの底に流れているフィロソフィーこ

そが大切だということです。IBMの場合、そのフィロソフィーは、

「密接なコミュニケーションによる価値観の共有」でした。

例えばIPDでは、構想・企画・開発・評価・出荷・ライフサイクル

の各フェーズの節目ごとにチームの会議を設け、一人でも反対

者がいれば次のフェーズに進めないようになっています（図2）。

会議ではとかく目上の人や声の大きな人の発言力が強くなった

りしますが、IBMではそんなことはありません。幸いなことに

自由闊
かっ

達
たつ

で公正・透明な企業風土が培われています。プロジェ

クト・メンバーの一人ひとりがファンクションを代表しているとい

う気概と、チームとして新しいものを生み出す誇り・情熱・喜び

を持っていて、初めてコンピテンシー施策が生きてきます。

■ 技術者に開かれたキャリア・パス

ITカンパニーIBMにとって、人材こそ最重要な資産であり、

発展の基盤です。そのために、技術者が誇りと喜びを感じられ

るような環境づくりを推進してきました。その一つが、TR
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図1．統合製品開発（IPD）
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（Technical Resource）制度という、技術者を対象とした処遇

制度です（図3）。

TR制度は、IBM全体でのテクニカル・リーダーシップを発揮

できる技術者（ハードウェア・エンジニア、ソフトウェア・エンジニ

ア、プロジェクト・マネジャー、生産技術エンジニア、マーケティン

グ・プロフェッショナル）を処遇するもので、特化したインダスト

リーや顧客に対する技術的スキルとともに、テクノロジーやサ

イエンスに関する技術的スキルも対象としています。

IBMでは、すべての技術者を対象としたスキル・データベー

スを構築しており、各人が到達しているスキル・レベルと内容が

把握できるようになっています。新入社員はスキル1から始めて

スキル・アップするごとに1段階ずつ上がっていくのですが、

APTOの場合、スキル・データベースへの登録者は4,200名、こ

のうちテクニカル・エキスパートが363名、テクニカル・マスターが

105名、シニア・テクニカル・スタッフ・メンバー（STSM）が36名、

ディスティングイッシュド・エンジニア（DE：技術理事）が6名、IBM

フェローが2名となっています。ライン管理者の職位に適用する

と、STSMが部長クラス、IBMフェローが役員に該当します。一

般に、企業ではライン職に比べてスタッフ職は冷遇されがちと

いわれますが、IBMでは技術一筋でも役員までのキャリア・パ

スの道が開かれているわけです。

このようなキャリアを積めば積むほど、スキルだけでなく、コン

ピテンシーの評価が重視されています。例えば、DEの認定には、

IBMコーポレーションの中に設けられているCTC（コーポレート・テ

クノロジー・カウンシル）のメンバー、すなわち各R&D部門のトッ

プで構成されるメンバーによって候補者の実績、固有技術の評

価、リーダーシップなどを多角的に厳しく審査しています。

このほか、TR制度の「外側から見える」スキル判定には、発

表論文の内容と数、取得パテント数などが挙げられますが、国

内の技術者は従来、総じて論文やパテントへの意欲が足りな

かったように思われます。そこで、後述するように、ナレッジ・マ

ネジメントの観点から、論文執筆やパテント取得を支援する環

境づくりを進めています。

コンピテンシーが「与えられた仕事や役割の中で、一般をは

るかに超えるようなパフォーマンスを示す人間の性質や行動」と
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図2．統合製品開発（IPD）のデシジョン・チェック・ポイント
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考えれば、IBMの技術者にとってのロール・モデルは、TR制度

における最高位であるIBMフェローの人たちでしょう。その独り

であり、ThinkPad®の開発責任者である内藤 在正氏は、「技術

者は自分が取り組んでいる技術だけを見て、一人よがりになっ

てはいけない。常にお客様にとってはどうなのかを考えるべき

だ」と語っています。この考え方は、基礎研究から開発製造ま

で、企業で働くすべての技術者に当てはまり、個々の技術者に

求められるコンピテンシーの基本だと思います。

■ 研究開発部門のナレッジ・マネジメント　

APTOでは、技術者を支援する環境をナレッジ・マネジメント

（KM）の視点から再整備しています。

開発プロセス業務支援、開発製造KMチームの編成、テクニ

カル・コミュニティーもその一環ですが、次に掲げるように、シス

テムとして支援しているものもあります。

1パテント・サーバー・システム

IBMは9年連続で最多の米国特許を取得しています。2001

年度に取得した米国特許は3,411件で、全世界では数万件の

特許を申請中。それにはAPTOも大きな役割を果たしています

が、さらにパテント取得の意欲を高め、その効果的・効率的な活

動を期して、APTOでは高速検索エンジンを開発して、パテン

ト・サーバー・システムを構築。研究開発部門から知的所有権

部門まで幅広く利用しています。

1993年以降の、ITにかかわる電気・物理・処理作業などの特

許157万件（データ量にして約340Gバイト）を収蔵し、常に最新

の特許情報を、利用者のPCから必要な検索項目に従い、瞬時

に入手できます。これにより、特許調査のリード・タイムとワーク

ロードが大幅に削減され、特許申請プロセスのリード・タイムも

格段に短縮されました。何より、技術者自ら調査・学習する文

化が醸成され、質の高い発明の提出をもたらしています。

2ナレッジ・ポータルの構築　

IBMでは、APTO、日本アイ・ビー・エム、海外のIBMなどで、

それぞれWebサイトを開設しており、技術者の利用も多いので

すが、関心領域の情報なら毎日でも幅広く迅速に見たいという

要望があります。そこで、各技術者ごとに情報探しのポータル役

を果たし、見たいサイトを自在にカスタマイズできるパーソナル

Webを構築しています。

3エキスパート・ナビの提供　

何か問題点にぶつかった場合、その領域を得意としている

人に直接尋ねるのが、問題解決のための迅速かつ確実な方法

です。しかし、IT要素がますます多岐にわたり、APTOだけで

4,200名もの技術者がいるとなると、だれがどの技術に強いの

かを探すだけでも大変です。その際の強力な助っ人役を果た

すのが、エキスパート・ナビ。個々の技術者の専門の技術領域

とスキルが登録されており、高速検索エンジンを使って専門家

を探し出し、コミュニケートできるようになっています。

■ グローバリゼーションの中で

今後の製造業におけるキーワードの一つは、グローバリゼー

ションです。市場がますますグローバル化している中で、研究開

発や製造も競争相手を世界に求めなければ進展はありません。

特にAPTOにとっては、IBM内においても各国の研究開発所が

ライバル的な存在です。そしてライバルは、欧米だけではありま

せん。中国やインドもIT関連では急速に力を付けています。特

にトップ5％の技術者は非常に優秀です。5％といっても十数億

の人口が分母ですから、すぐに数千万人に及びます。しかも、彼

らの労働賃金は日本人に比べて安いのです。わが国の製造業

にとって新たな脅威です。

これまでにご紹介したIPD（統合製品開発）のプロセス、TR

制度による技術者の評価基準・処遇などのコンピテンシー施策

は、すべてワールドワイドで統一的に推進してきたものですが、

その中でAPTOも日本独自のアドバンテージを見つけなくては

ならないと考えています。

結局は、付加価値（知恵）をいかに発揮させていくかになり

ます。そして、その付加価値の重要な要素がコンピテンシーで

す。コンピテンシーは、“やればできる。たまに発揮する”といった

「所持能力」ではなく、「継続的発揮能力」を問うものです。私た

ちのコンピテンシーはまだまだ十分とは思っていません。今後

も継続的に取り組んでいきたいと考えています。
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In January 2001, the chairman of IBM Corporation, Louis V.
Gerstner, appointed Samuel J. Palmisano to the position of
chief executive officer (CEO) of the company.  This brought into
focus not merely at IBM but also at other companies the
outstanding leadership qualities demonstrated by Gerstner,
who has been standing at the forefront of the company now for
more than a decade, and the measures being introduced to
foster his successor.  IBM's personnel division is directly aware of
the importance of leadership, and since 1997 has been
implementing a Global Leadership Program on a global scale
aimed at the prompt discovery and cultivation of leaders who
might be referred to as executive resources on an intra-
departmental basis.  Understanding of leadership capacity,
leadership style and organizational culture are being focused
upon as priority items in the context of the cultivation and
training of prospective leaders.  Eleven qualities of leadership
ability, six styles made up of three pairs of concepts of
leadership styles, and six standpoints in respect to
organizational culture have been stipulated.  In order to ensure that
these do not remain merely on the level of "textbooks" for
training purposes, effective results are being achieved by
means of subjective and objective evaluation before training
begins.  Let's take a look at this matter here.Within a global
perspective, an important requirement of personnel policy in
the future is going to be "workforce diversity."  The competency of
people working from home, whose numbers are steadily on the
increase, and competency in respect to female employees are
important questions.  IBM intends to make use of the know-how
gathered through the promotion of leadership competency in
dealing with these questions.

マネジメント最前線―3
Management Forefront―3

2002年1月、IBMコーポレーション会長ルイス・V・ガースナ－は、

後任の最高経営責任者（CEO）にサミュエル・J・パルミサーノを

選任しました。この10数年来、先頭に立ってIBMを引っ張ってき

たガースナ－の卓越したリーダーシップや後継者の育成施策は

他企業にとっても注目されるところとなっています。リーダーシッ

プの大切さを身をもって経験してきたIBMの人事部門では、

1997年より、世界的な枠組みの中で、各部門を横断したエグゼ

クティブ・リソースと呼ぶべきリーダーの早期発見と育成のため

の「グローバル・リーダーシップ・プログラム」を推進してきてい

ます。その中で重点項目として取り上げているのが、「リーダー

シップ能力」「リーダーシップ・スタイル」「組織風土」への理解

です。リーダーシップ能力としては11の資質、リーダーシップ・

スタイルには三つのペア概念から成る六つのスタイルと、組織

風土への六つの視点を設定しています。そして、これらが単なる

研修の“教科書”にとどまることのないように、研修に先立って

主観的／客観的な評価を行い、リーダーシップの育成につなげ

ています。ここでは、それらの概要をご紹介していきます。また、グ

ローバルという視野の中で、リーダーシップの育成と並んで重

点となっているのが、「ワークフォース・ダイバーシティー（労働力

の多様性）」です。特に女性の活用／登用という側面で扱われ

てきているこの人事施策が、男女を超えて自律的な働き方を促

進する契機になっており、新しい人事施策の分野を切り開きつ

つあります。この点についての今後の展望もご紹介します。

IBMのリーダー育成とコンピテンシー
Nurturing IBM leaders and Competency

日本アイ・ビー・エム株式会社
取締役
人事・組織担当

斉藤 紀夫

Toshio Saitoh
Director of Human Resources & Organizations
IBM Japan, Ltd.



■ サービス・ビジネスへの転換とともに

「成果を上げる上で見られる普遍的な行動様式」としての

コンピテンシーへの理解と実践が業績向上への重要なファク

ターを占めているのは間違いなく、IBMでは古くからコンピ

テンシーの研究を進めてきました。特に1990年代の半ばに

入って、IBMがプロダクト・ビジネスからサービス・ビジネスへ

の転換を図るにつれて、人材の育成・確保がより重要となり、

その人材育成の中でコンピテンシーが注目されてきました。中

でもIBMがフォーカスしてきたのは、種々の仕事の局面で人材

マネジメントを担う組織の長、すなわちリーダーを対象とした

コンピテンシーの育成です。

IBMでは、1997年に全世界共通の「グローバル・リーダーシッ

プ・プログラム」を設定し、それに基づく施策を進めています。

リーダーシップ・コンピテンシーの評価と育成を基に、リーダーの

早期発掘をはじめ、重要分野の仕事の経験、プロジェクト、タス

クのアサイン、海外／子会社経験、研修などを通して最終到達

職位を目指した育成を図る、総合的なリーダー育成のプログラ

ムです。

リーダーシップの枠組みは図1に示していますが、「リーダー

シップ能力」「リーダーシップ・スタイル」「組織風土」がリーダー

育成の重点項目となっています。

■ 求められるリーダーのコンピテンシー

IBMでは、社内の特に優れたリーダーに共通して見られる

行動上の資質・要件をリーダーシップ・コンピテンシーとしてま

とめました（図2）。

お客様中心の姿勢、市場変化や競合関係への的確な対応

のためには、「成功への創造的戦略を立てる能力」「チームを活

性化し、戦略を迅速に実現する能力」「人材の育成、組織の構

築などにより、継続して成果を上げる能力」が重要であり、そう

した能力を支えるための資質を11にまとめています。すなわち、

（1）お客様に対する洞察力（2）創造的思考力（3）目標達成への

推進力（4）チーム・リーダーシップ（5）素直さ（6）チームワー

ク（7）決断力（8）組織構築力（9）人材育成（10）全体への貢献

（11）ビジネスへの情熱です。

ここで重要なことは、研修によってこれらのコンピテンシー能

力を主観的／客観的に把握し、育成につなげられる仕組みに

なっていることです。研修に先だって、対象となるリーダーが各

能力を自己評価する一方、その人の周りの上司、同僚、部下、

関連会社の人たちからの客観的な評価も併せて行います。こ

れにより、自分が優れている点、さらに研鑚しなければならない

点などを明確にして、各リーダーの育成における目標と方法を

考える上での基礎としています。
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図1．リーダーシップの枠組み
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■ 六つのリーダーシップ・スタイル

コンピテンシーに加え、リーダーとして組織を通して成果を上

げる上で理解し、現実の場面で実践することが必要なものとし

て、「リーダーシップ・スタイル」にも焦点を当てています。

「リーダーシップ・スタイル」として、IBMが想定しているのは、

以下の六つです。

1強制型

部下の意見や反応を聞かずに、細かく注意を与え、指示・命

令するスタイル。

2ビジョン型

長期の方向性とビジョンを指し示し、共感を得ながら、チー

ム全体を引っ張るスタイル。

この1と2は、ペアの対立概念になっています。一般的に

ビジョン型の方が望ましく思われがちですが、必ずしもそうとは

言い切れません。会社が危機的な状況にあるとき、部下に未熟

練者が多いとき、早急に問題解決が必要なときなどは、ビジョン

型では問題が大きくなり、強制型が求められます。

3協調型

社員同士の人間関係を第一に考え、組織の和を保つことに

リーダーとしての意を下すスタイル。

4民主型

コミットメントを通して創造性を喚起し、ミーティングを重視し

て、その過程で意見の衝突があってもかまわないとするスタイル。

この3と4も一対の概念となっています。

5率先垂範型

高い水準の実例やモデルを示し、その達成に向けて、「自分

の背中を見て、ついて来い」といった形で率先して仕事をこな

すスタイル。

6育成型

短期的な成果にはこだわらず、社員の専門性を長期にわたっ

て開発するスタイル。

ここでの5と6も一対の概念ととらえられています。

このように、リーダーシップのスタイルを三つの対立概念から

考えているわけですが、強制型とビジョン型のケースで述べた

ように、これらはどちらがいいというものではなく、状況によって

適切に使い分けてもらうことが大切です。ただし、その基本とし

て、各リーダーには、自分の現状のリーダーシップ・スタイルの傾

向を認識してもらい、行き過ぎがある場合には是正してもらう

必要が出てきます。そのために、このリーダーシップ・スタイルに

ついても、主観と客観とによる評価を行い、その結果を各リー

ダーにフィードバックしています。

IBMでは、もちろん“金太郎飴”式に同じタイプのリーダーを

求めているわけではありません。むしろ個性を十分に発揮して

もらいたいと思っています。その個性を発揮するためにも、各

リーダーがまず謙虚に自分のマネジメント・スタイルを見直すこ

とが大切なのです。

■ 組織風土づくり、その六つの視点

リーダーの研修では、自分が担当する組織について、自らの

リーダーシップ・コンピテンシーとリーダーシップ・スタイルにより

どのような組織をつくり上げるべきかを次の六つの視点からア

プローチしています。

1明解さ

全員がチームおよび個人に期待されていることを理解している。

2目標・基準

高く、かつ実現可能な目標に向かって、業績の向上が図られ

ている。

3柔軟性

不必要な規則、手続きが排除されていて、新しいアイデアが

推奨されている。

4責任・権限

権限が委譲され、各人が結果について責任感を持っている。

5チームへの意識

チームの人々の間で相互信頼と共通の目標を持ち、組織の

一員であることに誇りを持っている。

6報酬・処遇

チーム・個人の業績は頻繁にフィードバックされ、優れた仕事

が認知され、報酬は業績に直接結び付いている。

これらの視点は、個々の社員の「集団の中での役割」「自己の

意義付け」「思考特性」「動機の持ち方」といったコンピテンシー

を高度に確保するために非常に大切です。結局、「強い会社」

とは「社員が誇りを持つ、魅力的な会社」にほかならず、透明性
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のある公平で活気に満ちた組織風土を土台に醸成されるもの

です。組織風土の形成について、組織の長としてのリーダーの

役割には大きなものがあり、リーダーこそ会社のビジョンと社

員の意識をつなぐパイプ役を担っています。

■ 全世界で統一されたプログラム・プロセス　

「グローバル・リーダーシップ・プログラム」はワールドワイドで

展開されていますが、その背景には、グローバルな視野で優秀

な人材を発掘し、育成・登用していこうという「ワークフォース・ダ

イバーシティー（労働力の多様性）」の考え方があります。

ダイバーシティーとは、性別・年齢・国籍・人種・宗教・学歴な

ど、個人の背景の多様性を表したものであり、その多様性を同

質化するのではなく異質であることを尊重し、相互に刺激し合

うことにより全体を高めていこうという考え方です。また、ワーク

フォース・ダイバーシティーは、ビジネス活動がますますグローバ

ルになりつつある現在、多様な人々が経営陣に加わらなけれ

ば、さまざまなお客様のご要望におこたえできず、グローバル

な企業として存続できないという信念で、多様な人材を登用し、

その個々の能力を発揮しやすい環境をつくり、企業を活性化

させようという考え方です。こうした考え方は米国では既に大

きな潮流となっており、例えば、社員や役員の構成における多

様性が、投資家が企業を評価する基準の一つになっています。

日本アイ・ビー・エムにおいても、ダイバーシティーの考え方に

沿って、グローバルな人材育成競争の中で、人材の多面性重

視、女性の登用、外部人材の登用などに積極的に取り組んで

います（図3）。

■ 人事の新しい課題

ダイバーシティーの一環として、当初は女性が継続して働き続

ける上で重要とされ、妊娠・出産・育児・介護などに対応するた

めに考え出された在宅勤務などの柔軟な働き方は、実は男女

を問わず、IBMをより強く魅力的な企業にするための重要な

取り組みであると認識されるようになってきました。

ビジネスを通したお客様への最大の貢献が個人と組織にとっ

ての目標として常に追求される一方、そのような貢献・成果をも

たらす方法については、在宅勤務などに見られるように個人・

組織の側に幅広い自由が提供されてきています。IBMが達成

指向の強い個人・組織から成る企業へと変革し続ける中で、自

由と自律性を持った働き方で成果を上げることが個人に要請

され始めているのです。

ワークフォース・ダイバーシティー、ワーク・フレキシビリティー

は、このように個人が自由と自己責任を持って行動することを

必要とする流れを生んでいるといえます。この流れの中で、個

人をまとめ、組織をリードし、成果を生み出すリーダーのコンピ

テンシーは、ますます重要になっていくのは間違いのないとこ

ろです。
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図3．リーダー／エグゼクティブ研修体系
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・ 人事管理の実践に必要な知識・技能の習得�

役員／選抜研修�
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With the aim of raising sales efficiency and achieving a position as
the top sales organization within the industry, in 2000 IBM
launched a worldwide "high-performance selling initiative."  This
initiative consists of five components, of which the most
important is competency.  Why is it that even salesmen with the
same levels of knowledge and skills who appear to understand
exactly what they should be doing may exhibit considerable
differences in terms of their actual performance and why should
their respective achievement be so clearly different?  With
attention given to this point, consideration of sales competency at
IBM got off to a start with the attempt to define exactly what is
meant by outstanding sales and by role models for sales.  More
specifically, with regard to the behavioral patterns exhibited by the
top 5% of salesmen who continue to demonstrate constantly
good results on a worldwide basis and salesmen who
demonstrate average performance, research was conducted in
connection with the individual factors constituting competency,
namely skills, knowledge, role within the group, self-
signification, thought properties, and motivation.  It was found that
clear differences do indeed exist between the two.  An IBM
sales competency model was created consisting of three
categories and ten areas of competency.  Surveys and training
aimed at sales were then carried out with the aim of raising the
competency levels applying to sales as a whole in the future.  But
provision of training is no guarantee on its own that
competency will suddenly improve.  We are dealing here with
training and improvement through actual work, and coaching by
superiors and seniors thus has a very important role to play.

マネジメント最前線―4
Management Forefront―4

IBMでは2000年に、セールスの効率向上と、業界で最高のセール

ス集団になることを目指して、「ハイパフォーマンス・セリング・イニ

シアチブ」をワールドワイドで立ち上げました。このイニシアチブ

は五つのコンポーネントで構成されており、その中核に位置付けら

れているのがコンピテンシーです。同じレベルの知識とスキルを持

ち、やるべきことは明確に理解しているかのように見える営業マン

でも、実際にはパフォーマンスに差が出てきて、業績もはっきり違

うのはなぜか。この点に着目して、IBMのセールス・コンピテンシー

では、「優秀なセールスとは？セールスのロール・モデルとは？」の

定義を明確にすることからアプローチしました。具体的には、ワー

ルドワイドで常に高い成績を上げ続けている上位5％のセールス

と平均的な業績を上げているセールスの行動様式について、コン

ピテンシーを構成する「スキル」「知識」「集団の中での役割」

「自己の意義付け」「思考特性」「動機の持ち方」のそれぞれに

ついてリサーチしました。その結果、両者には明確な違いがあるこ

とが分かりました。そこで三つのカテゴリーと10のコンピテンシー

から成る「IBMセールス・コンピテンシー・モデル」を作成し、セー

ルス全体の将来的なコンピテンシー・レベルの引き上げを目的に、

セールスを対象としたサーベイと研修を実施してきています。しか

し、研修を行ったからといって、コンピテンシーがすぐに向上するも

のではありません。本来的には実務を通じて育成・向上できる能

力であり、上司や先輩によるコーチングが非常に大切になります。

IBMのセールス・コンピテンシー
IBM Sales Competency

日本アイ・ビー・エム研修サービス株式会社
人材開発研修
顧問

斎木 邦弘

Kunihiro Saiki
Advisor, HRD Education
IBM Global Services, Japan
IBM Learning Services Japan Co.,Ltd.



■ 業界で最高のセールス集団を目指して

経営環境がますます厳しく、業績が上げにくくなっている中で、

各企業がさまざまなセールス施策を打っています。中でも近年はっ

きりしてきているのは、無形資産の重要性です。無形資産には、

お客様の満足度、ブランド・イメージ、ビジネス・モデルなどがあり

ますが、最大の無形資産は人材です。優れた人材を採用し、育

成し、いかに動機付けして、楽しく生き生きと仕事をしてもらうか

が、セールス施策の観点からもますます重要になってきています。

IBMコーポレーションのSr.Vice Presidentエサリントンを中心

に、「ハイパフォーマンス・セリング・イニシアチブ」が立ち上がっ

たのは、2000年のことです。セールスの効率向上と、IBMが業界

で最高のセールス集団になることを目指した、セールス部門で

の戦略施策です。

この戦略に必要な要素は五つのコンポーネントに絞られてい

ますが、その中でプロセスやスキルとともに中核を担っている

のがコンピテンシーです（図1）。

そこで、「セールス・コンピテンシー・プロジェクト」がワールド

ワイドな規模でスタートしました。

コンピテンシーは、一般にB＝f（P；S）の数式で説明されます。

Bはビヘイビアー（行動）、Pがコンピテンシー能力、Sがシチュ

エーション（状況）で、人の行動は、状況とコンピテンシーの関数

によって変わってくることを示しています。すなわち、同じ状況

にあっても人によって取る行動が違ってくるが、その違いを規

定するのがコンピテンシーというわけです。確かに、同じレベル

の知識とスキルを持ち、やるべきことは明確に理解しているか

のように見える営業マンでも、実際にはパフォーマンスに差が出

てきて、業績もはっきり違うということはたびたび見られる事象

です。この点に着目して、セールス・コンピテンシー・プロジェクト

では、「優秀なセールスとは？セールスのロール・モデルとは？」

の定義を明確にすることからアプローチしました。

■ IBM社内のセールスのリサーチ

IBMではまず、ワールドワイドで常に高い成績を上げ続けて

いる上位5％のセールスと平均的な業績を上げているセールス

の行動様式について、コンピテンシーを構成する「スキル」「知

識」「集団の中での役割」「自己の意義付け」「思考特性」「動

機の持ち方」のそれぞれについてリサーチしました。その結果、

両者には明確な違いがあることが分かりました。

例えば、セールス・スペシャリストにおけるコンピテンシーの違

いは次のようになっています。

スキル・知識：平均的業績を上げている人（以下、Good）

は、「自分のプロダクトのことをよく知っている」だけなのに対し

て、トップ・セールス（以下、Best）は、「IBMのプロダクトとサー

ビスをよく知っている」ことに加え、「競合製品やサービスのこ

とをよく知っている」。

集団の中での役割：Goodが「目の前の技術的問題を解決

する」のに対して、Bestは「ベスト・ソリューションを見つけるこ

とを手助けする」。

自己の意義付け：Goodは「私は何がベストかを知っている」

としているが、Bestは「私はお客様の相談相手」と考えている。

思考特性： Goodが「リアクティブ・皮肉っぽい」に対して、

Bestは「楽観的、先手、お客様や仲間を尊敬」。

動機の持ち方：Goodが「自己の達成感とコントロール願望」

を挙げたのに対して、Bestは「自己の達成感」に終始。

それぞれのコンピテンシーにおいて、営業にかかわる意識が

違うことがはっきりと出ています。総じてトップ・セールスは、お

客様志向であり、アクティブな考え方を持っています。

IBMでは、こうした社内リサーチに加えて、コンピテンシーの

領域で実績のある社外のコンサルティング会社の協力により、

競合他社のトップ・セールスの行動様式のサーベイをベンチマー

ク式に行い、それらを合わせたデータ・資料を基に、「IBMセー

ルス・コンピテンシー・モデル」を作成しました。
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図1．ハイパフォーマンス・セリング 五つのコンポーネント
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■ 三つのカテゴリー、１０のコンピテンシー

「IBMセールス・コンピテンシー・モデル」は、パーソナル・コンピ

テンシー、カスタマー・コンピテンシー、行動／思考コンピテンシーの

三つのカテゴリーと10のコンピテンシーから成っています（図2）。

リーダーシップ・コンピテンシー・モデル（13ページ参照）と重

なる事項もありますが、セールスに直結している点に大きな違

いがあります。

現在、さまざまな企業でコンピテンシー・モデルが開発されて

いますが、「IBMセールス・コンピテンシー・モデル」は、お客様志

向が重視されていることと、EQ的な要素を色濃く反映させて

いることに特徴があります。

EQ（Emotional Intelligence Quotient）は、いわば「心の知能

指数」で、対人関係での気働き、思いやリ、自己コントロールな

どの感情知能指数です。ビジネスの世界におけるIQの貢献度

はせいぜい25％程度で、業績の75％はEQが決めるという説も

あり、『ビジネスEQ』（ダニエル・ゴールマン著）という本が世界

的なベストセラーになっています。

IBMのコンピテンシーにおいて、EQに該当する部分が「集団

の中での役割」「自己の意義付け」「思考特性」「動機の持ち

方」であり、コンピテンシー・モデルにおいても、「対人洞察力」

「お客様関係構築力」「対人影響力」「チーム統合力」「先見的

自主行動力」などのコンピテンシーには、前提としてEQの高さ

が求められています。

■ 研修とサーベイ

IBMのセールス部門の人間が全員、現在のトップ・セールス

と同じレベルにまでコンピテンシーのレベル（基準）をアップさ

せることができたら、売り上げにおいても、マーケット・シェアに

おいても、各段に業績を伸ばすことができます。そこで、セール

ス全体の将来的な基準引き上げを目的に、セールスを対象と

した研修とサーベイを実施してきています。

サーベイは、自己のコンピテンシーを把握するためツールを開
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図2．IBMセールス・コンピテンシー・モデル
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Drive to Win（勝利への執着）�

・ 高い目標設定と、それに対するチャレンジ�
・ 勝利への追求と恒常的なパフォーマンス改善への取り組み�
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・ お客様の状況、業界の状況、お客様内の力
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理解�
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Impact and Influence（対人影響力）�

・ 説明、プレゼンテーション、論議をお客様固
有の状況にうまく合わせることで、IBMの製
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・ お客様が気付いていないビジネスの機会お
よびニーズをも認識し、そのソリューションを

提供�

・ お客様の意思決定のパートナー�

Team Orchestration�

（チーム統合力）�

・ IBMの総合力の理解、ならびにその複雑性
の肯定的理解�

・ IBM総合力がすべてを解決するという信念�
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Personal Insight（対人洞察力）�

・ 相手の立場に立ち、相手を深く理解することによる、永続的な
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Pride for Technology（技術テクノロジーへの誇り）�
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・ IBMの代弁者�
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・ 将来に備え、長期的機会をつくり出すため
の先見的行動力�

・ オポチュニティーや問題が起こる前のしかる
べき行動�

Creative Problem Solving （問題解決力）�

・ 複雑な問題、状況や考えの総合的系統化（パターン化）�
・ 多岐にわたる複雑な問題に対する、内在する問題、
原因とその関連の理解�

・ 新しい視点や考えでの問題分析、複雑な状況の単純化�

パーソナル・コンピテンシー�

行動／思考コンピテンシー�

カスタマー・コンピテンシー�

�



発した上で実施しました。10のコンピテンシーにおいて求められ

る行動のレベルを主観的・客観的に評価するためのもので、客

観的評価にはお客様にも加わっていただいています。「トップ・

セールスの行動をレベル4」とする4段階のレベルの中で、各人

のコンピテンシーの現状における到達点と実態を知ってもらい

ます。表1は、リレーションシップ営業部長のコンピテンシーに求

められている達成点のレベルですが、ここで分かるように、特に

カスタマー・コンピテンシーには高度なレベルが求められており、

お客様志向が顕著です。

こうした研修とサーベイの実施は、まず営業部長クラスを対

象に行われましたが、現在は、セールス部門における一般社員

を対象に行っています。日本アイ・ビー・エムでも1,000名を超

す社員が既に修了しています（図3）。

セールス・コンピテンシーの研修が終わった人たちから、順次

サーベイを実施してもらい、その結果を基に改善のためのアクショ

ン・プランを上司のアドバイスを受けて作ってもらっています。

一般セールスへの研修には、半日間の集中講座への参加、あ

るいは、3段階からなる「セールス・コンピテンシー」のe-ラーニン

グ講座受講が用意され、希望のコースが選択できるようになっ

ています。

■ 現場でのコーチングが大切

研修を受けたからといって、コンピテンシーはすぐに身に付く

といった性格のものではありません。本来的には、実務を通じ

てしか教えられない、あるいは備わらない能力です。そこで、上

司や先輩による現場でのコーチングが非常に大切になってき

ます。IBMがリーダーシップ・コンピテンシーという職場の長を対

象としたコンピテンシー開発を進めてきているのも、リーダーに

よるコーチングの実践を重視している結果です。上司が仕事の

場で部下を育成するOJTの機会を増やしていくとともに、上司

が部下のコンピテンシーの強み・弱みを把握しながら、時には

難しい案件をあえて担当させる、新しいプロジェクトに就かせる

といったことも大切です。ある人の行動様式を変えようと思っ

たら、環境を変えてやることが有効になるからです。

IBMでは、セールス・コンピテンシー同様、ほかのハイパフォー

マンス・セリング・コンポーネントも積極的に推進しています。ハ

ウ・ツー・セルおよび営業のプロセスにフォーカスした“SSM

（Signature Selling Method）”。お客様の各事業部にアプロー

チするための前提知識を補強する“e-business Sales Essen-

tials”。これらのハイパフォーマンス・セリングのスキルをベース

にしたCRMからSSL（Signature Sales Leadership）に至る営業

フォーメーションとの組み合わせで、業界最高のセールス集団に

なることを目指しています。

上記施策の成否のカギは、結局、個々の営業マンが着実にそ

の能力を伸ばし、日々のセールス活動においてその成果を反映

していけるかどうかにかかっています。その意味において、セール

ス・コンピテンシーの役割は非常に重要で、中／長期な展望の

中で取り組んでいきたいと考えています。

19PROVISION  No.33  /Spring 2002

  ―情報化社会から知的社会へ①―�
　SPECIAL FEATURE : Competency and Nurturing of Ability 特集　コンピテンシーと人材育成�

図3．セールス・コンピテンシー・プロジェクトの展開

【現在活躍しているセールス・チームに向けて】�

【コンピテンシーによる採用】�
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表1．IBMセールス・コンピテンシー・モデルの目標レベル

レベル

１０のコンピテンシー

レベル1
Needs

development

レベル2
Demonstrated
competency

レベル3
Strength

レベル4
Extraordinary
Strength

【パーソナル・コンピテンシー】

Drive to Win（勝利への執着） ▲

Personal Insight（対人洞察力） ▲
Pride for Technology
（技術テクノロジーへの誇り） ▲

【行動／思考・コンピテンシー】

Information Seeking（情報指向性） ▲

Creative Problem Solving（問題解決力） ▲

Intiative（先見的自主行動力） ▲

【カスタマー・コンピテンシー】
Customer and Industry Savvy
（お客様／市場感応力） ▲

Consultative Partnership（お客様関係構築力） ▲

Impact and Influence（対人影響力） ▲

Team Orchestration（チーム統合力） ▲



エンジニアのための情報共有の“場”を提供。
企業間アライアンスに対応したコラボレーションを実現します。
Providing the setting for engineers to share information.
Realizing collaboration in response to alliances between companies.

川崎重工業株式会社では、社内業務の効率化やコラボレー

ションのためにOA共通基盤やEコマース基盤を導入するな

ど、全社的な情報化を積極的に推進し、大きな成果を上げ

てきました。2001年4月から社内カンパニー制が導入された

ことで、今後は各カンパニーがそれぞれ独自に企業間アラ

イアンスを進めることになり、社内の情報共有に加え、社外

も含めた情報共有の実現が求められています。そこで同社

情報システム部と情報子会社のベニックソリューションは、

社内／外のエンジニアのための情報共有の“場”であるエン

ジニアリング・ワークプレースを構築し、経営スタイルの変

革に対応しました。

このエンジニアリング・コラボレーションのための情報基盤

は、各分野から広く注目され、2002年4月からはパッケージと

して社外へも提供されることになります。今回の取材では、プ

ロジェクト推進のための体制づくりを中心に、開発に携わっ

た方々にお話を伺いました。

Kawasaki Heavy Industries has been promoting the introduction of
advanced information technology throughout the company, for
instance through the introduction of a joint base for OA and a base
for e-commerce, in order to make work within the company more
efficient and to encourage collaboration.Although these efforts
have met with considerable success, introduction of an internal
company system in April 2001 has meant that more and more
alliances between companies are likely to be established in the
future.  In addition to sharing of information within the company,
there is also going to be a need for sharing information outside the
company as well.  In response to changes in the style of manage-
ment within the company, Kawasaki's Information Systems
Department and the information subsidiary BENIC Solution have
created an engineering workplace that is intended to provide a set-
ting for engineers inside and outside the company to share infor-
mation.  The information foundations for this engineering collabora-
tion are drawing attention from many quarters and will be made
available outside the company as a package from April 2002.  For
this report we listened to various people involved in development,
centering on establishment of a system for promoting the project.

IBM Customers' References 1 Kawasaki Heavy Industries, Ltd.

お　客　様　事　例　1 川崎重工業株式会社
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■ 社内カンパニー制の導入と、情報基盤の再構築

長引く景気低迷や公共事業の抑制政策などにより、製造業

は厳しい経営環境下にありますが、川崎重工業株式会社（以

下、川崎重工）は、この状況を乗り越えるために、経営スタイル

の変革に取り組み、2001年4月からは社内カンパニー制を導入

しました。

従来の13事業部門を船舶、車両、航空宇宙、ガスタービン・

機械、プラント・環境・鉄構、汎用機の6カンパニーに再編し、そ

れぞれ独立した会社に近い形態となります。同時に、全社の研

究・開発部門である技術本部についても、カンパニーに密着し

た研究・開発についてはその機能を各カンパニーに移管すると

ともに、研究所の統合などを行い、共通基盤技術ならびに新製

品・新技術開発体制の強化と効率化を図ります。

同社は以前から独立採算型の事業部制を採っていましたが、

今まで以上に各カンパニーに権限と責任が委譲されることに

なり、他社との業務提携など、より機動的な事業運営が可能と

なります。

「当社は、船舶や航空機、鉄道車両など、業態の異なる幾つも

のビジネス・ユニットによって構成された企業体です。今までは

この総合力を武器としていたわけですが、今後のビジネスの展

開を考えると、個々のユニットがそれぞれの分野で生き残って

いくためにも、ユニットごとにそれぞれに適する相手を見つけて

提携したり、事業特性に合わせた自己改革を進めるべきだろう

という結論に達しました。

経営スタイルを変革し、各カンパニーでの企業間アライアンス

を展開しようという大胆な組織改革ですから、当然ながら、情

報システム部にも大きな変革の波が押し寄せました」と語るの

は、同社情報システム部部長の白井正紀氏です。

本社情報システム部は、全社的な情報システムの構築・運用

に加え、各事業部門のIT化についてもさまざまな形で支援して

いましたが、今後は全社的な情報基盤の整備に集中することに

なったのです。カンパニー制の導入に伴い、全社的なネットワー

ク構成も見直されることになりました。

従来、同社のネットワークは、明石工場や岐阜工場という拠点

単位で構築されていました。例えば明石工場には、本社、汎用

機、ガスタービン・機械という三つの部門が同居していますが、

従来は明石工場というくくりでネットワークが構築されていまし

た。それをカンパニー単位に変えていくことになります。各カンパ

ニーは全国の複数の工場にそれぞれ分散していますから、それ

ぞれが全国的なネットワークを構築するということになります。

従来なら、WANの帯域の関係もあって実現できるようなネッ

トワーク構造ではありませんが、近年のブロードバンドの普及に

より、対応が可能になってきました。

「地域ごとのネットワーク構造から、ビジネス・ユニットごとのネット

ワーク構造に変えるということですね。

当社の国内の生産拠点は、図1に示すように関東・関西を中

心とする13工場ですが、従来は、工場ごとにネットワークを整備

し、各工場をWANでつないでいました。拠点ごとにサーバーを

立てて、サーバー同士をつないで全社的なネットワークを構築

するのが最も単純で効率的だったからです。

ところが、カンパニーごとに他社との業務提携やアライアンス

を進めるとなると話は違ってきます。例えば、明石工場には、本

社、ガスタービン・機械カンパニー、汎用機カンパニーの三つの部

門が入っていますし、その一方でガスタービン・機械カンパニー

は明石工場だけでなく、神戸工場にも入っているという状況

です。生産拠点とビジネス・ユニットが必ずしも一致していな

いため、カンパニー単位の情報共有の仕組みをつくろうとする

と、従来の地域単位のネットワークではかえって煩雑な仕組み

になりかねません。

例えば、あるカンパニーがある企業と技術提携することになっ

たとします。このとき、そのカンパニーのネットワークだけをセグリ

ゲートしてセキュリティー・レベルを変更したいという話はよくあ

るでしょう。ところが、現実には拠点単位のネットワークになって

いますから、実際に対応しようとすると複雑な処理にならざるを

得ません。ビジネス・スピードがますます加速する中で、他社との

提携やアライアンスの話は急に動きますから、それに合わせて情

報システムも短期間で対応する必要があります。ですから、当社

の情報基盤を再構築して、いつどんな話になってもすかさず対

応できるように先手を打っておきたいと考えました」（白井氏）。
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情報システム部
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Masaki Shirai  
General Manager

Information & Communication
Systems Department
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■“小さな本社”と、ベニックソリューションの設立

社内カンパニー制が導入された2001年4月には、もう一つ大き

な動きがありました。同社の情報子会社としてベニックソリュー

ション株式会社（以下、ベニックソリューション）が営業を開始し

たのです。

実は、社内カンパニー制の導入に2年ほど先行する形で、情

報システム部の組織改革はスタートしていました。1999年1月に、

本社情報システム室（現・情報システム部）は、同社の子会社で

ある川重テクノサービス株式会社（以下、川重テクノサービス）に

情報システム事業部を設立し、システム開発、サーバー／ネット

ワーク運用などの実業務を、子会社に移管しました。

これは、企業におけるITの重要性が高まり、同時に多様化す

る中で、社内の情報システム部門だけですべてのITの範囲をカ

バーしようとするのは、もはや現実的ではないという判断があっ

たためです。

社外への開発依頼やアウトソーシングも含めて、柔軟にシス

テムの開発・運用に取り組まない限り、加速するビジネス・スピー

ドや環境の変化についていけないということです。こうした状況

を考えると、ITを用いて業務改革を推進する部門と、システムの

開発・運用・保守を実際に担当する部門を分離することで、前者

はより自由な立場で情報化戦略を企画・立案することができ

ますし、後者は得意分野の技術力を高めて他社にも積極的に

提供していくことができ、さらなる技術力アップが実現します。

川崎重工が全社を挙げて“小さな本社”化へ取り組む中で、

情報システム部も“小さな本社”の一部門として、情報化戦略の

企画・立案に集中しようということです。

ただし、情報子会社を設立するに当たっては、一つ大きな問

題がありました。社内カンパニー制の導入が検討されつつある

状況で、子会社化に手間取っていては肝心な時期に情報シス

テム部門としての役割を十分に果たせないことになります。ここ

でも変革のスピードが要求されたのです。

そこで、新しく情報子会社を設立するのではなく、技術研究

所・技術部門の支援事業を以前から行っている川重テクノサー

ビス内に情報システム事業部を設立し、そこに本社情報シス

テム部のシステムの開発・運用・保守の部門をそっくり移管す

ることにしたのです。新会社をゼロから立ち上げるには膨大な

エネルギーが必要ですし、それなりの準備期間も必要ですが、

既存の子会社内に新事業部をつくるのであれば、その負荷は

大幅に軽減されるはずです。

こうして新事業部をスピーディーに立ち上げて、本来の業務

であるシステムの開発・運用・保守を遅滞なく進めると同時に、

独立の準備態勢が整ったところで、情報子会社として完全に分

離独立させるという、3段ロケットのような計画がスタートしました。

本社 情報システム部 企画管理グループに所属し、川重テク

ノサービス 情報システム事業部の設立時の経緯を詳しく知る

中井 裕司氏（川崎重工 企画・管理グループ 参事）は、当時の

様子を次のように振り返ります。

「川重テクノサービスは、もともと技術研究所の子会社として設

立された会社であり、川崎重工の各事業部の研究・開発の支

援が主業務となっています。ですから、情報システムの構築や運

用は本来のビジネス・エリアではありません。外部から見ると、

本社情報システム部→川重テクノサービス情報システム事業

部 → べニックソリューションと、情報システム部の組織が目まぐ

るしく移籍したように見えるかもしれませんが、迅速な組織変革

を実行する具体策でした。この結果、本来の業務を滞らせるこ

となく、スムーズに子会社化できました」

こうして2001年4月には、川重テクノサービス 情報システム事

IBM Customers' References 1 Kawasaki Heavy Industries, Ltd.
川崎重工業株式会社お 客 様 事 例 1
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図1．国内の生産拠点と各カンパニーの関係
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業部はベニックソリューションとして生まれ変わり、営業をスター

トさせました。

ベニックソリューションの独立については、人材育成の観点も

見逃せません。一つの技術に熟練して、それをベースに手作り

でシステムを構築するという時代ではなくなってきています。実

際、ITはますます多様化していますから、そのすべてに対応す

るのは困難です。必要と思われるITのすべてを自前で用意す

るのは、現実的ではありません。やはり外部の技術を積極的に

利用するべきです。

とはいっても、情報システム部門として新技術を積極的に吸

収していかないのであれば、部門としての存在意味はありませ

ん。若い技術者を育てていく意味でも、情報子会社をつくって

外向けにサービスを提供していくことになったのです。

ベニックソリューションの社員については、川重テクノサービス

の情報システム事業部の全スタッフがそのまま横滑りし、さらに

本社情報システム部や外部からも若干の増強を行いました。ま

た2000年度からリクルート活動を始め、創業と同時に第1期生

も入社しています。

「川崎重工のカンパニー制を成功させるには、“小さな本社”で

なければなりません。その意味では、情報子会社をつくり、外

向けのビジネスに取り組むということは、川崎重工が進めてい

る新しい体制づくりに合致するものです。

一方、新会社であるベニックソリューションは、情報技術とい

うスピードのある世界で生きていかねばなりませんから、独立し

てより自由な立場で意思決定ができることで、経営のスピード・

アップが期待できます。また、外向けのビジネスで収益を上げる

ことができますから、それを人材育成に再投資することができ

ます。情報技術の分野で生きていくからには、この点は非常に

大きいですね」（白井氏）。

■ 全社的な視点で、人的リソースを有効活用

今後、本社 情報システム部は情報基盤の企画や将来計画、

予算措置に集中し、システム構築や実装はベニックソリューション

が担当することになります。

とはいっても、“川崎重工のIT化を支援”という点では同じ

目的を持つ組織だけに、人材の交流を含めてさまざまな連携

を図っていくことになります。

「人材の交流については、1年目の今年は両組織のスタッフを

それぞれ4人ずつ入れ替えました。企画・立案ばかりでは実務

に疎くなりますし、反対に実務が続くと長いレンジでものを考

える機会が減ってしまいます。お互いに交流させることによって

バランスのとれた人材を育てていくことができますから、これは

今後も続けていこうと思っています。

また、昨年のNimda以来、コンピューター・ウィルスの脅威が

ますます増しています。こうした緊急事態に対応する必要があ

るときには、ベニックソリューションのスタッフを一時的に本社情

報システム部に移し、企画・管理グループのスタッフと一緒に

セキュリティー対策に取り組ませるといった形で、柔軟に人を動

かしていきたいと思っています」（白井氏）。

一方で、本社 情報システム部のスタッフを各カンパニーのIT

部門へ派遣することもあります。最先端のITを活用して、何か新

しいことに取り組もうとするカンパニーに対し、支援のために情

報システム部のスタッフを積極的に送り込んでいるのです。本

社スタッフを遊撃隊として位置付けて、IT分野の人的リソース

を全社的な視点で活用しようということです。

本社の情報システム部門は、もともと約180名のスタッフを有

する大きな組織でしたが、今日では情報システム部に残ってい

るスタッフは38名にすぎません。しかも前述したように、席は本

社にありながら各カンパニーの支援業務を行ったり、あるいは

カンパニーに常駐しているスタッフがいますから、本来の業務で

ある情報化戦略の企画・立案を行っているメンバーは20名弱

です。その意味では、情報システム部門における“小さな本社”

化は、成功を収めつつあるといえるでしょう。

「支援スタッフは、各カンパニーへの常駐となりますから、本社

情報システム部のグループによってはグループ長を除く全員が

カンパニーに出向いています。これも、システムの開発・保守・運

用部隊をベニックソリューションに移し、本社情報システム部の

立場を明確化したことで可能になりました。全社的に人的リソー

スを活用するという意味では、なかなか効果的な方法だと思っ

ています」（白井氏）。
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■エンジニアリング・ワークプレースの構築を目指して

本社 情報システム部は、全社的な情報化に向けて、さまざま

なシステムを構築・運用してきました（図2）。

OA-COE（OA-Common Operating Environment：全社共通

のOA環境）

CAD／CAM／CAEシステム（CATIA、AutoCADなど）

技術情報管理システムKDMS（Knowledge Document Man-

agement System）

CALS-COE（CALS-Common Operating Environment：

CALS情報基盤）

これらのシステムは、どちらかといえば社内業務の効率化やコ

ラボレーションに狙いがありました。カンパニー制の導入以前に

は、事業部間での技術や人材の交流を図るインター事業部活動

に社を挙げて取り組みましたが、その際にも、今まで構築してき

た各種システムが威力を発揮しました。長年にわたる情報化へ

の取り組みの中で、社内業務の効率化が進んでいったのです。

しかし、社内カンパニー制の導入に伴い、全社的な情報基盤

の見直しが議論されるようになり、システムの変革も求められる

ようになりました。各カンパニーが積極的に企業間アライアンス

を進めることで、エンジニアリング業務でのコラボレーションが企

業間レベルに拡大することが予想されたからです。こうした経営

スタイルの変革に対応し、組織や企業の壁を越えて情報の共

有・活用を図るには、新たな情報基盤が必要になると考えられ

ました。

「社内の情報基盤ということであれば、極端にいえば、従来の

システムでも構わないわけです。ところが、各カンパニーがそれ

ぞれの特性に合わせて、外部の企業とアライアンスを組んでい

くことを考えると、企業の壁を越えた情報共有の基盤が必要に

なることは明白です。そこで、社内だけでなく社外のスタッフを

含め、エンジニアが共同で作業できる場、すなわち“エンジニア

リング・ワークプレース”を提供する仕組みを検討することにな

りました」（白井氏）。

また、情報化に取り組む中で、全社共通システムだけでなく、

各カンパニーが独自に開発したシステムも多数開発されてきて

います。その結果、各カンパニーのシステムには統一性がなく、

エンド・ユーザーであるエンジニアは、複数のシステムを同時に

使い分ける必要が生じました。もちろん以前とは比較にならな

いほど効率的に業務を処理できるようになったわけですが、こ

のままの状態で情報化が進んで扱うべきシステムやツールが増

えれば、利用手順の習得により多くの時間を割かなければなり

ません。また、システム管理者にとっても、それぞれアーキテク

チャーの異なるシステムを幾つも管理する必要があり、大きな負

担となっていました。

こうした問題も“エンジニアリング・ワークプレース”を提供す

ることで同時に解消できると考えられました。

「エンジニア向けにさまざまなシステムを構築してきたことで、簡

易なWindows®ベースのファイル・サーバーから、ノーツ上で高

度に作り込んだグループウェアまで、多種多様なシステムを使

い分ける必要が生じていたのです。もちろんシステムを切り替

えるたびに、IDやパスワードを入力し直さなければなりません。

それぞれ操作方法も違いますし、オペレーションがますます煩

雑になっているという意見も出てきましたので、その辺りを整理

できないかというニーズも、今回のプロジェクトの背景の一つ

になっています」（中井氏）。
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図2．川崎重工における情報化の取り組み
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■ e-WorkPlaceの概要

エンジニアリング・ワークプレースの構築に当たっては、シス

テム・アーキテクチャーや操作性を統一し、かつWebブラウザー

のみでエンジニアリング業務に必要なすべての機能を提供する

という大枠がまず決まりました。

全従業員が自分のクライアントからアプリケーションやデータ

へアクセスできること（My Portal機能と呼ぶ）。

設計業務のコラボレーションに便利な機能を提供すること。

社内外の異なったシステムを共通のGUIで使用できること。

上記3点の要件を踏まえたエンジニアリング・コラボレーション

環境の構想を、本社 情報システム部とベニックソリューションは

プロジェクト・チームを組んでまとめていったのです（図3）。

「昨年の4月に、年間の情報化計画を各カンパニーに説明して

回ったときに、エンジニアリング・ワークプレース構想についても

説明を行いました。その中で、業界の特性から企業間の情報共

有の仕組みを必要としている幾つかのカンパニーに関心を示

してもらいました。その結果、ベニックソリューション研究開発部

でエンジニアリング・ワークプレースの開発がスタートしました」

（中井氏）。

構想では、社内の設計・調達・製造・品証などの各分野のエ

ンジニアは、エンジニアリング・ワークプレースを介してCAD、

CAE、PDM（Product Data Management）などの情報にアクセ

スします。さらに社外のお客様やパートナー、ベンダーなどの情

報へもこのエンジニアリング・ワークプレースを介してアクセスで

きます。これによりアクセス窓口の一元化のみならず、設計・製

造情報の共有化が実現します。

実際の開発に当たって陣頭指揮を取った川野邊 衛氏（ベ

ニックソリューション研究開発部長）は、開発の様子を次のよう

に語ります。

「私自身は若いメンバーを中心にこのプロジェクトがスタートし

た時期に入社しました。ちょうどエンジニアリング・ワークプレー

スの構想段階ということもあって議論も盛んで、ずいぶん元気の

いい会社だなという印象を持ちました。

2000年末～2001年春にかけて、今回のシステムの前身とな

るプロトタイプの開発を行い、4月になって各カンパニーに構想

を説明して回ったところ、あるカンパニーから『ぜひ使いたい』と
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図3．エンジニアリング・コラボレーション環境
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いう話をいただいたことで、正式なプロジェクトとしてスタートし

ました。

プロジェクトが始まった当初は、外販についてはまったく考え

ていませんでしたが、情報共有のための小さなシステムを核に、

各カンパニーのニーズに合わせた仕組みをアドオンする形だっ

たことから、開発が進む中で外部のお客様にも提供できるので

はないかという話になり、受託システムに発展していくことになり

ました。さらに外部のさまざまなニーズに対応できるように幾つか

の部分を共通化したことで、製品化も視野に入ってきました。

ベニックソリューションの設立当初から外販を通じて技術力

を培うという目標を掲げていましたので、2001年の暮れから製

品化に向けての検証が始まり、後は製品化に向けて一気に話

が進んでいきました」（川野邊氏）。

こうして、川崎重工の全社的な情報共有基盤として開発され

たエンジニアリング・ワークプレースは、統合エンジニアリング環

境“e-WorkPlace”として製品化されることになったのです。た

だし、もともとは社内向けのシステムとしてスタートしたプロジェ

クトだけに、幾つかの調整が必要となりました。

実際に開発に当たった本社 情報システム部 企画・管理グ

ループの菅原孝夫氏は当時の苦労を次のように語ります。

「もともと、コアの部分に各カンパニーのニーズに合わせた仕組

みをアドオンする設計になっていましたから、製品化そのものは

それほど困難ではありませんでした。

ただ、各カンパニーからは、どちらかといえば専用システムと

しての対応が求められます。次 と々ニーズが出てきて、パッケー

ジであれば『次のバージョンで対応します』ということになるの

でしょうが、いわば身内向けのシステムということで『なんとか

ならないか』といわれれば手を入れたくなるのが人情です。し

かし、それをやりすぎると、製品としてのアーキテクチャーの基

本を崩しかねません。実際に適用する段階でカスタマイズを行

うわけですが、どこまでを標準パッケージで、どこまでが個別の

ニーズに対応する部分なのかを切り分ける必要があったので

すが、その点がなかなか大変でした」

そうした苦労はあったものの、2001年度中に最初のシステム

が航空宇宙カンパニーで稼働し、ほかの幾つかのカンパニーで

も導入の話が進んでいます。また、2002年4月には製品版がリ

リースすることになりました。

図4に、e-WorkPlaceのアーキテクチャーを、表1にe-

WorkPlaceが提供するアプリケーションの一覧を示します。

IBM Customers' References 1 Kawasaki Heavy Industries, Ltd.
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図4．システム構成図
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表1．e-WorkPlaceアプリケーション一覧

＊ERCS：Engineering Resource Collecting System

分類 機能

ドキュメント管理 ワークフロー機能を持つエンジニアリング系ドキュメン
ト管理システムで、全文検索や項目検索機能を持つ。

図面配布

パーツ・ライブラリー

グループウェア

解析業務支援

3D View

下記のアプリケーションを持つ。
スケジュール管理
プロジェクト進捗管理
施設管理
行き先案内
食事集計
ソフトウェア・ライセンス管理

EasyCAL

ERCS＊

Web3D

WebCOM

技術計算サーバーを簡易な操作で利用可
能にする。

エンジニアリング・ノウハウを効率的に蓄
積し管理する。
検索機能やレポート作成機能を持つ。

AutoCAD/CATIAなどのCADデータや
NASTRANの解析データを3D表示する。

3D表示機能を持つ電子会議システム。

対社外とのデータ交換や図面配布をセキュリティーを確保
しつつ実現できる。ワークフローや取得確認機能を持つ。

各種標準部品情報を共通辞書を用いて簡易に検索できる。



■ e-WorkPlaceの活用事例と今後の展開

製品版のe-WorkPlaceのリリースを前に、川崎重工ではその

運用が始まっています。

航空機共同開発プロジェクトでの活用

最近の航空機の開発プロジェクトでは、開発から製造までを

デジタル・プロセスで実施することが必須です。特に開発分野で

は、数社の設計者が共同で設計を行い、その情報を共有して

作業が進みます。同社航空宇宙カンパニーでは、他社との共同

設計におけるセキュリティーの確保や、プロジェクト・チーム内の

コラボレーション、開発成果の管理と関連企業への配布にe-

WorkPlaceを活用し、コラボレーション環境の構築を進めてい

ます（図5）。

研究所におけるナレッジ・マネジメントへの活用

同社 技術本部 技術研究所では、研究者間のナレッジの共

有のために、技術本部戦略データベースをWebアプリケーション

として構築しています。今後、このデータベースを核に研究所内

外の組織間でのコラボレーションの推進が計画されています。

e-WorkPlaceを利用することで、機密性の高い研究データのセ

キュリティー確保や、コラボレーションの効率化が期待されてい

ます。

海外プラントの設計・施工における活用

海外プラントなどの設計・施工に当たっては、Webサーバー

を利用して設計・調達・工程進捗などの情報を、関係会社で共

有することが一般化しています。同社航空宇宙カンパニーでは、

e-WorkPlaceの活用により、プロジェクト・マネジメント、プロジェ

クト掲示板、ドキュメント共有などのプロジェクト・メンバー間の

コラボレーションの実現を計画しています。

各カンパニーにおけるe-WorkPlaceの活用に加えて、さらな

る展開も進展しつつあります。

KHIワークプレースへの展開

e-WorkPlaceはエンジニアリング部門での活用が中心です

が、この考え方を全社的に発展させる計画として、KHIワーク

プレースがあります。図6に示すように、従来、OA-COEとして進

めてきた電子化された業務がポータルからアクセス可能となり

ます。

基幹業務システムとの連携強化

各カンパニーの原価・調達・生産管理などの基幹業務システ

ムは、一部の部門を除いてホスト・コンピューター上で稼働して

います。そこで、e-WorkPlaceをレガシー・システムと連携させる

ことで、より効率的な全社システムを構築する計画です。

■ 取材を終えて

「社内カンパニー制の導入という思い切った組織改革が、す

べての始まりでした」と白井氏は今回のプロジェクトを振り返り

ます。情報システム部の組織改革、情報子会社の設立、全社的

な情報共有システムの構築、情報子会社による製品リリース…

といった複数のプロジェクトが同時進行していく中で、それぞれ

の組織・スタッフの役割や、取り組むべきテーマが次第に明確

化していったということでしょう。

「自分の持っている能力をどこへ適用すべきかが分かってき

た」という菅原氏の言葉は、情報基盤の整備という直接的な成

果だけではなく、人的リソースの活用という面での今回のプロ

ジェクトの成果を端的に物語っているのではないでしょうか。
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図6．KHIワークプレース構想図
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図5．航空機共同開発プロジェクト・システム概略図
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